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運動部活動の地域移行に関する検討会議提言（令和４年６月６日）の概要

※国立の中学校等でも、学校等の実情に応じて積極的に取り組むことが望ましい。
※公立及び国立の高等学校等については、義務教育を修了し進路選択した高校生等が自らの意思で選択している実態等があるが、各学校の実情に応じて改善に取り組むことが望ましい。
※私立学校でも、学校等の実情に応じて適切な指導体制の構築に取り組むことが望ましい。

これまで
の対応

〇運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン（平成30年３月）：学校と地域が協働・融合した形での地域におけるスポーツ環境整備を進める
〇学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について（令和２年９月） ：令和５年度以降、休日の部活動の段階的な地域移行を図る
〇中教審や国会等：「部活動を学校単位から地域単位の取組とする」旨指摘

○生徒のスポーツに親しむ機会を確保。自主的・主体
的な参加による活動を通じ、責任感・連帯感を涵
養、自主性の育成にも寄与。

○人間関係の構築、自己肯定感の向上、問題行動の
抑制。信頼感・一体感の醸成。

意
義

〇近年、特に持続可能性という面で厳しさを増しており、中学校生徒数の減少が加速化するなど深刻な少子
化が進行。 ＜生徒数：昭和61年589万人→令和３年296万人に半減、出生数：令和２年84万人＞

〇競技経験のない教師が指導せざるを得なかったり、休日も含めた運動部活動の指導が求められたりするなど
、教師にとって大きな業務負担。＜土日の部活動指導：平成18年度1時間６分→平成28年度２時間９分に倍増＞

〇地域では、スポーツ団体や指導者等と学校との連携・協働が十分ではない。

課
題

新たなスポーツ環境

スポーツ団体等

スポーツ指導者

スポーツ施設

大会

会費や保険

学習指導要領等

・地域の実情に応じ、多様なスポーツ団体等が実施主体
・特定種目だけでなく、生徒の状況に適した機会を確保
・先進的に取り組んでいる事例をまとめ提供
・必要な予算の確保やtoto助成を含む多様な財源確保の検討
・指導者資格の取得や研修の実施の促進
・部活動指導員の活用、教師等の兼職兼業、人材バンク
・指導者の確保のための支援方策の検討
・学校体育施設活用に係る協議会の設置、ルールの策定
・スポーツ団体等に管理を委託

・大会主催者に対し、地域のスポーツ団体等の参加も認めるよう要請
・地域のスポーツ団体等も参加できる大会に対して支援

・困窮する家庭へのスポーツに係る費用の支援方策の検討
・スポーツ安全保険が、災害共済給付と同程度の補償となるよう要請

・部活動の課題や留意事項等について通知、学習指導要領解説の見
直し、次期改訂時の見直しに向けた検討
・部活動等から伺える個性や意欲・能力を入試全体を通じ多面的に評価
・教師の採用で部活動指導の能力等を過度に評価していれば、見直す

※公立中学校等（義務教育学校後期課程、中等教育学校前期課程、特別支援学校中学部を含む）における運動部活動を対象

〇少子化の中でも、将来にわたり我が国の子供たちがスポーツに継続して親しむことができる機会を確保。このことは、学校の働き方改革を推進し、学校教育の質も向上。
〇スポーツは、自発的な参画を通して「楽しさ」「喜び」を感じることに本質。自己実現、活力ある社会と絆の強い社会創り。部活動の意義の継承・発展、新しい価値の創出。
〇地域の持続可能で多様なスポーツ環境を一体的に整備し、子供たちの多様な体験機会を確保。(スポーツ団体等の組織化、指導者や施設の確保、複数種目等の活動も提供)

〇まずは、休日の運動部活動から段階的に地域移行していくことを基本とする
○目標時期：令和５年度の開始から３年後の令和７年度末を目途

〇平日の運動部活動の地域移行は、できるところから取り組むことが考えられ、地域の実情に応じた休日の
地域移行の進捗状況等を検証し、更なる改革を推進

〇地域におけるスポーツ機会の確保、生徒の多様なニーズに合った活動機会の充実等にも着実に取り組む
〇地域のスポーツ団体等と学校との連携・協働の推進
※改革を推進するための「選択肢」を示し、「複数の道筋」があることや、「多様な方法」があることを強く意識

R5 R6 R7 R8

休日の運動部活動の地域移
行に向けた改革集中期間

進捗状況を検
証し、更に改革

・ガイドラインの改訂
・地方公共団体における推進
計画の策定・実施
・公的な支援

（合意形成や条件整備等のため更に時間を要する場合にも、地域の実情等に応じ可能な限り早期の実現を目指す）
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スポーツは、自発的な参画を通して「楽しさ」「喜び」を感じることに本質
自己実現、活力ある社会と絆の強い社会創り
部活動の意義の継承・発展、新しい価値の創出

 スポーツは、「義務」であってはいけない。

 トップ選手でも、週２回は身体を休める。

 今詰めて運動させ、才能を潰してはいけない。

少子化の中でも、将来にわたり我が国の子供たちがスポーツに継続して
親しむことができる機会を確保

運動部活動の地域移行に関する検討会議提言 目指す姿
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 オリンピック・パラリンピック競技は、学校の体育や活動にはない種目も多い。
子供たちが多様なスポーツを経験するには限界がある。

 早くから専門的に一つのスポーツを行っても、オリンピック選手・プロ選手にな
れるわけではない。怪我をしてしまう人や、ジュニア期で競技を終える人も多
い。

 スポーツは、勝ち負けを競うものばかりではない。あらゆるニーズに応える活
動であるべき。（例）技を競う、姿勢を良くする、かっこよくなる

地域の持続可能で多様なスポーツ環境を一体的に整備し、子供たちの
多様な体験機会を確保
（スポーツ団体等の組織化、指導者や施設の確保、複数種目等の活動
も提供）
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下記の取組を進めるよう要請。また、JSPOに加盟している競技団体や都道府県体育・スポーツ協会等（以下「加盟団体」」という。）に対し、本要請を周
知し、加盟団体の主催大会において、生徒の志向等を踏まえた大会の在り方、参加資格、引率規定の見直し等について、令和４年度中に結論を出すよ
う促すとともに、 JSPOにおいて必要な協力や支援を行うよう要請。

１ 地域におけるスポーツ活動の実施主体の確保
・総合型地域スポーツクラブやスポーツ少年団など多様な実施主体を想定しながら対応。
・総合型地域スポーツクラブの登録・認証制度の全国での運用開始、質的向上。地方公共団体等との連携による課題解決に向けた取組促進。
・将来的に、総合型地域スポーツクラブとスポーツ少年団を融合した地域スポーツクラブ（仮称）を形成し、運動部活動を融合していくことも考えられる。

２ 地域におけるスポーツ指導者の質の保障・量の確保
・競技団体等の主催大会において、監督・コーチの公認スポーツ指導者資格の取得を義務付け。より多くの指導者が資格取得を目指すような制度設計。
・指導技術の担保や生徒への適切な指導力等の質の評価。暴言・暴力、行き過ぎた指導、ハラスメント等の根絶にも留意。
・公認スポーツ指導者のマッチングサイトの活用。

３ 大会の在り方の見直し等（加盟団体の主催大会における見直し等への協力・支援）
（１）地域のスポーツ団体等に所属する生徒の大会参加機会の確保
・加盟団体が主催する大会への参加資格について、学校単位に限定している場合は、地域のスポーツ団体等の参加も認める。

（２）今後の大会の在り方
・自分のペースでスポーツに親しみたい生徒や、複数種目の活動に参加する生徒等の成果発表の場としてふさわしい、都道府県・市町村単位の大会開催。
・生徒にとってふさわしい全国大会の在り方や、適切な大会の運営体制等の検討。種目毎に適正な回数に精選。国と連携しつつ、関係者で協議・検討。
・生徒や地域のスポーツ団体等が自分たちにふさわしい場を選択できるようにしていく（リーグ戦、能力別リーグ等）。大会全体の在り方も関係者で検討。

（３）大会参加生徒の安全確保
・空調設備の整った会場の確保。確保できない場合、夏季を避ける。大会開催の基準として、気温や湿度、暑さ指数（WGBT）等の客観的な数値を示す。
・天候不順等により日程が過密になった場合、試合数の減や大会の打ち切りなど、生徒の体調管理を最優先に対応。

（４）大会引率・運営に係る教師の負担軽減
・外部指導者による大会引率を可能とする。引率規定の見直し。
・大会運営は、主催者の団体等の職員により担われるべき。人員が足りない場合、外部委託やアルバイトの雇用等により補充。大会運営の体制の見直し。
・参加チームに対して審判員等として大会運営への参画を出場要件として求める場合、顧問・指導者に対して、主催者のスタッフとなることを委嘱。
・JSPO、笹川スポーツ財団及び日本スポーツボランティアネットワークは、スポーツボランティア活動の推進に取り組むよう連携。

○ 検討会議提言においては、運動部活動の地域移行の推進のため、国から日本スポーツ協会（JSPO）、各競技団体、日本中学校体育連盟等に対しては
大会の在り方の見直し等について、また、スポーツ安全協会に対してはスポーツ安全保険の充実について、要請すべき内容が盛り込まれた。
○ 併せて、スポーツ庁や各地方公共団体等が、幅広い関係者の協力も得て、地域におけるスポーツ環境整備を着実に実施するとともに、検討会議に参画した
関係団体及びその他の関係団体等において、提言の内容を着実に実施することが求められた。
○ これを受け、令和４年７月２６日、スポーツ庁長官からJSPO、日本中学校体育連盟、スポーツ安全協会に対し、要請文を手交したもの。

日本スポーツ協会（JSPO）

１．経緯

２．主な要請内容

提言を踏まえたスポーツ関係団体への要請等について
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下記の取組を進めるよう要請。また、生徒の志向等を踏まえた大会の在り方や引率規定の見直し等について、令和４年度中に結論を出すよう要請。
都道府県等の中学校体育連盟の主催大会においても同様の見直しが行われるよう促すとともに、そのための必要な協力や支援を行うよう要請。

大会の在り方の見直し等
（１）地域のスポーツ団体等に所属する生徒の大会参加機会の確保
・令和５年度から地域のスポーツ団体等の全国中学校体育大会への参加を認めることとしており、その着実な実施を図る。
・都道府県等の中学校体育連盟が主催する大会において同様の見直しが行われるよう、必要な協力や支援を行う。

（２）今後の大会の在り方
・自分のペースでスポーツに親しみたい生徒や、複数種目の活動に参加する生徒等の成果発表の場としてふさわしい、都道府県・市町村単位の大会開催。
・生徒にとってふさわしい全国大会の在り方や、適切な大会の運営体制等の検討。種目毎に適正な回数に精選。国と連携しつつ、関係者で協議・検討。
・生徒や地域のスポーツ団体等が自分たちにふさわしい場を選択できるようにしていく（リーグ戦、能力別リーグ等）。大会全体の在り方も関係者で検討。

（３）大会参加生徒の安全確保
・空調設備の整った会場の確保。確保できない場合、夏季を避ける。大会開催の基準として、気温や湿度、暑さ指数（WGBT）等の客観的な数値を示す
。
・天候不順等により日程が過密になった場合、試合数の減や大会の打ち切りなど、生徒の体調管理を最優先に対応。

（４）大会引率・運営に係る教師の負担軽減
・外部指導者による大会引率を可能とする。引率規定の見直し。
・大会運営は、主催者の団体等の職員により担われるべき。人員が足りない場合、外部委託やアルバイトの雇用等により補充。大会運営の体制の見直し。
・参加チームに対して審判員等として大会運営への参画を出場要件として求める場合、顧問・指導者に対して、主催者のスタッフとなることを委嘱。
・JSPO、笹川スポーツ財団及び日本スポーツボランティアネットワークによるスポーツボランティア活動の推進に関する取組等と連携。

日本中学校体育連盟

スポーツ安全保険の補償内容の充実
・運動部活動の地域移行後も、地域でスポーツを行う生徒や保護者が安心できるよう、日本スポーツ振興センターの災害共済給付制度と同程度の補償が受け
られるスポーツ保険の整備。（既にスポーツ安全保険の補償内容の充実に向けた検討が行われているところ、引き続き、速やかな実施に向けて取組を推進。）

15

スポーツ安全協会

スポーツ安全協会において、スポーツ安全保険について、災害共済給付制度と同程度の補償とすることを決定・関係団体に通知（令和４年７月２７日）5



※2 本資料における「スポーツ」には障害者スポーツを、「中学校」には特別支援学校中学部等を含む。体制例は、あくまでも一例である。

地域スポーツクラブ活動体制整備事業等
方向性・目指す姿

事業内容

令和5年度要求・要望額 10,193,182千円
（前年度予算額 1,517,423千円）

○令和５年度以降の休日の運動部活動の段階的な地域移行と地域スポー
ツ環境の一体的な整備に向け、スポ―ツ団体等の整備充実、指導者確
保、参加費用負担への支援等を総合的に推進。

○地域の実情に応じスポーツ活動の最適化を図り、体験格差を解消。

○ 少子化の中でも、将来にわたり我が国の子供たちがスポーツに継続して親しむことができる機会を
確保。学校の働き方改革を推進し、学校教育の質も向上。

○ 自己実現、活力ある社会と絆の強い社会創り。部活動の意義の継承・発展、新しい価値の創出。
○ 地域の持続可能で多様なスポーツ環境を一体的に整備し、多様な体験機会を確保。

Ⅰ．運動部活動の地域移行に向けた支援 7,669百万円

①コーディネーター配置支援等体制整備（補助割合：国1/3、都道府県1/3、市区町村1/3）※1

・地域スポーツクラブ活動の運営団体・実施主体と中学校との連絡調整・安全管理、指導者
の派遣管理等を行うコーディネーターを配置する。

③指導者配置支援等体制整備等
・実技指導等を行う指導者を配置（補助割合：国1/3、都道府県1/3、市区町村1/3）※1するとともに、
広域的な人材バンクを設置（補助割合：国1/3、都道府県2/3）する。
・指導者養成のための講習会等の開催や、資格制度の改革等を行う。
（日本スポーツ協会補助・日本パラスポーツ協会補助【再掲】 ）

④参加費用負担への支援（補助割合：国1/２、市区町村（指定都市含む）1/２）

経済的に困窮する世帯の子供が地域スポーツクラブ活動に参加できなくならないよう、
地域移行に伴い新たに必要となる会費等について支援を行う。

事業
スキーム

ス
ポ
ー
ツ
庁

活 動 体 制

地域スポーツクラブ活動
運営団体・実施主体例

スポーツ協会

大学

総合型地域
スポーツクラブ

プロスポーツ
チーム競技団体

民間
事業者

地域での
多様な活動

JSPO／JPSA

市

区

町

村

（
ス
ポ
ー
ツ
担
当
部
局
・
教
育
委
員
会
・
福
祉
部
局
等
）

都

道

府

県

（
ス
ポ
ー
ツ
担
当
部
局
・
教
育
委
員
会
・
福
祉
部
局
等
）

指導者養成支援

④
参
加
費
用
負
担
へ
の
支
援

③
指
導
者
配
置
支
援
等

②
運
営
団
体
・
実
施
主
体
の
整
備

①
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
配
置
支
援

・
人
材
バ
ン
ク
設
置

・
総
括
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
配
置

地
域
移
行
を
総
合
的
に
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

・
総
括
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
配
置 中

学

校

協
議
会

連携

・連絡調整
・安全管理
・外部指導者の
派遣管理等

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

・都道府県・市区町村において、関係者との連絡調整・指導助言等を行う総括コーディ
ネーターの配置や協議会の設置等の体制を構築する。

アドバイザー事務局を設置し、全国の自治体等からの相談業務やアドバイザー派遣等を行う。

地域学校
協働本部等

体制例① 体制例② ＜民間／総合型地域スポーツクラブが運営団体＞＜市区町村が運営団体＞

協
議
会

○○中学校 ◆◆中学校△△中学校

参加

公民館

スイミングスクール

民間スポーツ施設

社会体育施設

指導者

野球チーム サッカーチーム

総合型地域スポーツクラブ
指導者

体験型キャンプ複数種目

Ⅱ．アドバイザー事務局の設置・派遣等 142百万円

Ⅲ．地域における新たなスポーツ環境の構築等 366百万円

②運営団体・実施主体の整備充実（補助割合：国1/3、都道府県1/3、市区町村1/3）※1

地域スポーツクラブ活動の運営団体・実施主体の整備充実のため、持続可能な運営に向け
た体制整備や質の確保に係る取組等を支援する。

・実施主体の指導者
・公認スポーツ指導者
・スポーツ推進委員
・部活動指導員の活用
・退職教師
・教師（兼職兼業）
・企業関係者
・保護者
・大学生 等

※3 toto助成については、助成メニュー（施設整備・マイクロバス配置等）の中で、運動部活動の地域移行に特化した支援を検討中。

バスケットボール

バレーボール

野球

市区町村が、スポーツ団体、大学、
民間事業者、地域学校協働本部等と連携

指導者

学校体育施設

複数種目 レクリエーション

参加

○○中学校 ◆◆中学校△△中学校

スポーツ
少年団

※市区町村が自ら運営団体となることもある。

人材

地域スポーツクラブ活動のモデル創出（全運動部活動を地域スポーツクラブ活動とする取組、
複数種目・体験型キャンプの取組等）に係る実践研究、拠点校における合理的で効率的な
活動の推進、子供にとって望ましい大会の推進等に取り組む。

クラブチーム

フィットネス
ジム

保護者会

部活動指導員の配置を充実 【18,000人】

Ⅳ．中学校における部活動指導員の配置支援 2,016百万円

各学校や拠点校に部活動指導員を配置し、教師に代わる指導や大会引率を担うことにより、
生徒のニーズを踏まえた充実した活動とする。 （補助割合：国1/3、都道府県1/3、市区町村1/3）※1 ※1 補助割合について、都道府県又は指定都市の場合は、国1/3、都道府県・指定都市2/3。 6
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